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要　旨
現在ソーシャルワークの分野は教育機関にも及んでおり，社会福祉士や精神保健福祉士がスクールソ

ーシャルワーカーとして学校に配置される事例が増加している．しかし，スクールソーシャルワーカーへの
ニーズが不明瞭であるため役割に混乱がみられる．よって本研究ではスクールソーシャルワーカーに対す
るニーズが「誰の」ためのものなのかを分析して，実践の指針を明確にするための土台づくりを目的とした．
A市の小中学校教職員821名を対象に実施したアンケート調査（回収数693票，回収率84.4%）の回
答を量的，質的に分析した．その結果スクールソーシャルワークに向けられたニーズには学校，教員，保
護者を最優先とした「大人中心主義」と，児童・生徒を主権者とした「子どもファースト」に分類された．
スクールソーシャルワーカーは児童・生徒の権利を守ることが最優先事項であるため，「子どもファース
ト」の姿勢が実践基盤に必要であると結論づけられた．

Abstract
The field of social work extends into society’s educational institutions and there are 
more and more instances in which social workers or psychiatric social workers are 
being deployed in Japanese schools. However, some confusion can be seen regarding 
their role because the reasons they are needed remain unclear. The purpose of this 
study was to lay the groundwork for determining practice guidelines for school social 
workers by analyzing why they were needed and “whose” needs those were.
A questionnaire survey was conducted on the reasons social workers were needed using a 
sample of 821 teachers at elementary and middle schools in a single city in Japan. The 693 
responses （response rate: 84.4%） were analyzed quantitatively and qualitatively. The results 
were categorized as either “adult-centric’”, if the needs of the school, teachers or parents were 
being prioritized or “child first” if the students’ needs were sovereign. The study concluded 
that because a school social worker’s highest priority is to defend the rights of students, their 
social work practice needs to be based on putting the needs of the children first.
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Ⅰ．はじめに（研究の背景）

ソーシャルワークが求められる分野はその範囲を拡大
しており，従来から認識されている社会福祉分野では括
れなくなってきている１）．教育機関も拡大された範囲の
一つであり，全国的に小中学校，高等学校，特別支援学
校，大学に社会福祉士や精神保健福祉士といったソー
シャルワーカーの配置が進められている．この背景には，
児童虐待や不登校児童・生徒の増加，児童・生徒の発
達に起因する多様な問題，世帯の貧困などが指摘され
ており（山野ほか　2016），スクールソーシャルワーカー
は，このような教育現場の問題を解決に導く専門職とし
て期待されているものと考えられる．
一方でスクールソーシャルワーカーの導入や活用の
状況については全国的にばらつきがあり，特に2009年
に再編されたスクールソーシャルワーク事業によって各
自治体が事業費の３分の２を負担しなければならなく
なった影響で，事業を縮小，中止する自治体もみられて
いる（高石　2018）．こういった現状から，そもそもスクー
ルソーシャルワーカーが教育現場で認知度，理解度と
もに不十分なままであることも指摘されている（白旗・丸
山　2015）．認知度，理解度が不十分な中で，教育現
場ではスクールソーシャルワーカーに対して少なからず
混乱が見られる．混乱の要因には，スクールソーシャル
ワーカー自体が何をする存在なのか認知されていない点
（高橋・石黒　2019）が指摘されている．また，半羽は
学校側が混乱する要因として主に以下の点あげた．す
なわち，「①これまで教員が行なってきた生徒指導とソー
シャルワークとの違いが見えにくく、役割分担の混乱が
生じていること，②スクールソーシャルワーカーに相談
を持ちかけるのは学校対応の限界を感じた場合であるこ
と，③スクールソーシャルワーカーの配置目的と配置状
況が市町村レベルで曖昧であること」の３点である（半
羽　2019）．
これら混乱の要因についての文脈は，どれも学校側

（教職員側）の立場からのものであり，そこに児童・生
徒からの視点は見られない．さらに言えば，児童・生徒
にとってソーシャルワークがなぜ必要なのか，またどの
ようなソーシャルワークが必要なのかの言及がない．ス
クールソーシャルワークは，学校という教育現場でなさ
れる「ソーシャルワーク」であり，クライエント（児童・生
徒）の権利を保護，獲得，拡大するものである．なぜな

らソーシャルワークにはその実践にアドボカシーが含ま
れているからである．
しかしながらこれまでのスクールソーシャルワークに
関する考察は，そのニーズについて「誰の」ものなのかの
検証が置き去りにされている．そのためニーズは学校側
のものなのか，保護者なのか，児童・生徒なのかが混同
されており，この点もスクールソーシャルワーカーの役割
が理解されない要因となっている可能性もある．実際，
先行研究ではスクールソーシャルワーカーは担任教員の
サポートが役割として重要視されている．また，「学校サ
ポートチーム」との呼称からは，学校側のニーズに応え
る存在との印象を受ける（太田　2010）．本来スクール
ソーシャルワークの対象の中心的な存在は児童・生徒で
あり，その前提に立って方法論の検討が必要であろう．
この点が曖昧なままではスクールソーシャルワーカーに
対しての混乱は解消し得ないと考える．

Ⅱ．スクールソーシャルワーカーに求められるニーズの概念

１．ニーズ概念の批判的検証
ニーズは社会福祉の分野に限って用いられる概念で

はない．ただし，社会福祉ではニーズは支援の対象を明
確にするうえで重要な概念として用いられてきた．ニー
ズは直訳すれば「必要」の複数形であり，「必要」そのも
のを表すのは単数形のニードとなる．この単語が社会
福祉学的な意味で使用される場合は「人間が社会生活
を営むために欠かすことのできない基礎的要件を欠く
状態」（小林　2007）となり，さらに細かい分類がなさ
れていく．
社会福祉の分野で代表的なニーズの定義は，三浦の

ものがあげられる．三浦は，社会福祉におけるニーズを
「ある種の状態が，一定の目標なり，基準からみて乖離
の状態にあり，そしてその状態の回復・改善等を行う必
要があると社会的に認められたもの」と定義した（古川　
2007）．また，資本主義経済下における市場において，
貨幣の提供によって充足可能なものを貨幣的ニーズ，
現物の提供により充足されるものを非貨幣的ニーズとし
て分類した．この古典的なニーズ論は社会福祉学では
おなじみのものとして認知されており，ニーズについて
論じる際の基礎的な概念として使われる．三浦のニー
ズ論の特徴はこの「社会的に認められたもの」の一文に
見ることができる．つまり，社会福祉が対象とする「ニー
ド＝必要」は，それが社会的に認められて市民権を得
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るというプロセスが必要ということである．ニード認定の
プロセスにおいて，その判断は「社会」であり，ニードに
応える側（サービス供給者）が主導する．これは社会福
祉のニードが個人的な次元ではなく，社会的な「ニー
ズ」としてマクロな次元で対応する意図を含んだものと
解釈できる．
この三浦のニーズ論に疑問を呈したのが岩田である．
岩田は上記の三浦の定義を突き詰めて論じており，「社
会的に認められたもの」の後に続く，「というぐらいの操作
的概念」という文言に着目している（岩田　2016）．社会
的に認められるステップの段階には，この操作的な判断
が関わっているという指摘である．社会福祉のニーズを
充足するのはサービス供給者であって，供給可能な範囲
でしかニーズは認められない．つまり，ニーズが社会的
に認められる過程は，利用者から供給者へとベクトルが
向いているのではなく，供給者側のサービスが対応でき
る「測定可能な」ゴールの方から規定されて認められる
のである．これが三浦のいう「操作的概念」である．これ
を岩田は，「社会福祉ニードとは，その充足方法から『反
作用的』に規定しているに過ぎない」と断じた．また，社
会福祉の「ニード」を「オモテ」と「ウラ」という表現でそ
の二面性を明らかにした．つまり人間の普遍的なニード
という「オモテ」の顔と，サービス供給主体がその充足方
法を加味したうえで，政治的論争を巻き込みながらしか
判断できないとする「ウラ」の顔である．社会福祉におけ
る「ニード」論に向けられた岩田の視点には，ニーズとい
う言葉を持ち出しておけば，表面上の正当性を纏えると
いったような安易な態度を引き剥がす鋭さがある．しか
し，岩田はこのような「操作的概念」について，供給手段
とニードの種類との相互関係の総体が社会福祉のニー
ドとして「実態に合っている」とも述べており，それ以降
明確な批判は展開していないように感じられる．したがっ
て岩田の考察は社会福祉のニード分析の段階で止まっ
ており，だからどうするべきであるといった踏み込んだ議
論はみられない．
この点，供給者側からのニードの判定について徹底
的に批判を展開したのは上野であった．「クライエント」
も「利用者」もサービス供給者側のパターナリスティッ
クな視点から生み出された呼称であると論じ，権利の主
体として「ニーズの帰属する主体」を「当事者」と定義し
た．この当事者は「自己のニーズを充足されるべき権利」
の主体であり，女性，高齢者，児童・生徒などがこの権

利を奪われる脆弱性を抱えているため，これらの人々の
「自己決定権」を主張するために「当事者主権」という
強い表現を用いている（上野　2011）．三浦の「社会
的に認め」られるニーズの判定はパターナリスティック
であり，「当事者主権」はこの立場に真っ向から対立す
る．
上野（2011）はブラッドショウが示した４つのニーズ分
類，すなわち①「規範的ニーズ　normative needs」，②
「感得されたニーズ　felt needs」，③「表出されたニー
ズ　expressed needs」，④「比較ニーズ　comparative 
needs」のうち，②，③，④については当事者の主観的な
ニーズとして位置付けられ，さらに感得と表出の間にある
「ズレ」を概念化した功績を認めている．一方で，当事
者以外の第三者が判定者である①の規範的ニーズに
優位性を与えている点で，当事者主権の理念とは反す
ることに言及しており，あくまで当事者のニーズからしか
サービスは発生しないとの立場をとっている．そして，第
三者がニーズの判定者となることで，不必要なサービス
の押し付けや利用抑制につながる危険性をも指摘して
いる．また，従来の顕在的，潜在的ニーズが第三者から
の視点であるため，「当事者にとって」顕在的なのか，潜
在的なのかを明確にしたうえで，それぞれの呼称を独自
に示した．すなわち，①当事者，第三者双方にとって顕
在的なニーズを「承認ニーズ」，②当事者にとって潜在
的，第三者にとって顕在的ニーズを「庇護ニーズ」２），③
当事者に顕在的，第三者に潜在的な「要求ニーズ」，④
当事者も第三者も潜在的な「非認知ニーズ」として分類
している（図１）．
庇護ニーズから承認ニーズへの移行には当事者側に

変化を求めるのに対して，要求ニーズから承認ニーズへ
の移行は社会の側が当事者に合わせるという違いがあ
る．この分類は当事者の視点に立ったニーズとして整理
できる．また，この当事者には，単に「問題を抱えた個人」
ではなく，ニーズを自覚してそれを満たそうとする主体的
な動機を伴う「ニーズの主人公」と定義している．つまり
それは自らがニーズの発信元であり，また帰属先である
という能動的な態度を持った主権者ということである．こ
れを上野は「当事者である」だけではなく，「当事者にな
る」と示唆的に表現した．
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２．�スクールソーシャルワーカーに求められる「ニーズ」の概念
本研究はスクールソーシャルワークの対象である児

童・生徒にとってのニーズを考察することが目的である．
よってニーズについては，上野（2011）の「当事者主権」
の理念を採用する．あくまで児童・生徒側からのニーズ
の判定と帰属，そしてそのニーズに対応する実践の評価
も児童・生徒によるものとする立場である．ただし，児童・
生徒を当事者と呼ぶには，やや消極的にならざるを得な
い．この点は上野自身も留意しているが，児童・生徒のよ
うな「子ども」や認知症高齢者は当事者能力を欠いてい
るからである．そうであっても事後的に当事者になること
を想定して，やはり「子ども」を「当事者」と位置付けてい
る．例えば児童・生徒である「子ども」本人のためにと親
が不登校を勧めた場合でも，その実，教育的責任の負担
軽減という親自身の目的が優先されている可能性がある．
このケースは「子ども」のニーズへの対応とは異なり，親
自身が抱える困難の解消である．なぜなら「子ども」は不
登校によって一時的に心身の負担を軽くできたとしても，
現実的にはその後の人生に不利な影響を及ぼすことは
想像に難くないからである．そのため長い時間がかかっ
ても「子ども」を当事者として，ニーズの判定とその応答
に正当性があったのかを当事者が判断しなければならな
いと強調する（上野　2011）．
本研究が扱うニーズの概念についても基本的にはこの

当事者主権の立場に近い．ただし，当事者という言葉は

上野（2011）のいうように「当事者になる」といった主体
的な意味を含むと解されるのは難しいと考える．特に教
育現場では，当事者という言葉を当てはめても，依然問
題を持った庇護されるべき児童・生徒としてパターナリズ
ムの対象にされるおそれがある．そのため，本研究ではあ
えて「主権者」と設定する．そうすることで児童・生徒は
権利の主体であり，その権利を行使する根拠の正当性を
持たせることができると考えたからである．よって，本研
究では「主権者」である児童・生徒の「ニーズ」を満たす
のがスクールソーシャルワーカーの役割であることを前
提にする．

Ⅲ．研究目的と意義

本研究の目的は，教育現場の教職員からスクールソー
シャルワーカーに向けられているニーズを分析して，ス
クールソーシャルワークの方針を検討する基盤を明らか
にすることである．いわばスクールソーシャルワークの指
針を明確にするための土台づくりである．ここには，現時
点でスクールソーシャルワーカーへのニーズが「誰の」
ためであるのかについて混同して語られているがゆえに、
不透明であるという仮説を伴っている．そのためスクール
ソーシャルワーカーの役割について教育現場では混乱
が生じると予想される．これらの仮説を検証するにあた
り，社会福祉では重要な概念として考察が重ねられてき
た「ニーズ」を理論的枠組みとして設定する．

図1. ニーズの四類型（上野　2011）
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Ⅳ．研究方法

１．調査方法
本研究は主にアンケート調査の結果を量的，質的分

析を行い考察する方法を採用する．
社会福祉分野で重要な概念である「ニーズ」について
先行研究をもとに概念整理を試みた．本研究はスクー
ルソーシャルワークが児童・生徒のためになされる実践
であることを前提にしている．岩間（2011）が強調したよ
うに，ソーシャルワークは「クライエントのいるところか始
める」ことが基本であり，クライエントを置き去りにした
実践はソーシャルワークとは呼ばない．この基本事項を
スクールソーシャルワークにも当てはめて論じるからには
「誰の」ニーズなのかの検証は欠かせない．そうすると，
ニーズについての概念の整理がまずは必要となる．社会
福祉のニーズと一口に言ってもその捉え方は複雑である
ため，先行研究によるニーズ概念を確認する作業が必要
である．そのうえでスクールソーシャルワーカーに対する
ニーズがどう把握されているのかを検証した．
２．分析方法
A市内の40の小中学校教職員（821名）を対象に
2019年10月～11月に実施したアンケート調査の結果
（回収数693票，回収率84.4%）から，単純集計，クロス
集計による数量的な分析を行った．また，自由記述解答
欄に書かれた内容について質的分析を行った．これは
KJ法の手法を援用した質的分析（上野　2018）と質的
データ分析（佐藤　2013）の手順でカテゴリー化したう
えで，概念を生成して整理した内容分析である．
アンケート調査では，まず回答者の基本属性，役職，ス

クールソーシャルワーカーの認知度，実際の配置，活用
状況を確認した．この回答からは主にスクールソーシャ
ルワーカーへの認識傾向の把握と，実際の活用状況を明
らかにすることを意図した．また，学校内での役職によっ
て認知度や理解度の違いについて確認を試みた．
これらの項目からスクールソーシャルワーカーの理解度
についての全体的な傾向を掴んだ．さらに自由記述欄か
ら個別の回答を得た．この自由記述欄にはスクールソー
シャルワーカーに期待すること，また現時点で感じる課題
について記述してもらった．ここからスクールソーシャル
ワーカーへの具体的なニーズが読み取れると考えた．さ
らにこのニーズを分析することで，「誰の」ニーズなのか
が見えてくると予想した．分析の際には記述内容を同じ

意味合いのもの同士固めてユニットとし，それぞれに新
聞の見出しのような「表札」をつけてメタ情報とした．さ
らにそれらを，質的データ分析の手法で上位概念を生成
してカテゴリー化した．このカテゴリー化されたものにつ
いて，先行研究で整理したニーズ概念を用いながら，最
終的にはスクールソーシャルワークが「誰の」ニーズとし
て語られているのかを検証した．
３．倫理的配慮
本研究の調査について協力は任意であり，回答しない
場合も何ら不利益を被らないこと，個人が特定されない
ように回答は無記名で統計的処理を行うこと等を文書に
明記した．また筆者の所属機関である九州保健福祉大
学倫理委員会より承認を得て実施した（受理番号：19-
029）．回答の返信をもって調査に協力したものとみなし
た．

Ⅴ．調査結果

これまで「ニーズ」について先行研究を用いた批判的
検証から，本研究では「主権者」である児童・生徒による
判定，帰属，正当化を根拠とした概念を「ニーズ」として
設定することとした．よって，スクールソーシャルワークに
対して，児童・生徒以外に向けられたニーズの場合，それ
は副次的，あるいは派生的ニーズとして区別する．以降，
アンケート調査の結果を分析して，児童・生徒のニーズ
なのか，副次的，派生的ニーズなのかの検証を試みる．
１．結果の量的分析
１）調査対象者の基本属性
回答者693人のうち男性が301人（43.4%），女性

が392人（56.6%），年齢は20代125人（18.1%），30
代140人（20.3%），40代170人（24.6%），50代226
人（32.7%），60代以上30人（4.3%）と50代が最多で
あった．勤務先は小学校424人（61.2%），中学校269
人（38.8%），職員・職種は，校長31人（4.5%），教頭
39人（5.6%），主幹教諭８人（1.2%），指導教諭５人
（0.7%），教諭447人（64.7%），栄養教諭９人（1.3%），
養護教諭36人（5.2%），事務職員19人（2.7%），臨時的
任用講師等89人（12.9%）であった．
２）児童・生徒，保護者の現状
勤務先の学校で課題のある児童・生徒，保護者３）の
増加傾向について，増加していると「とても思う」回答数
が264（38.8%），「やや思う」340（50%），「あまり思わな
い」68（10%），「まったく思わない」８（1.2%）であった．
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何らかの課題を感じる教職員の割合が高いことがうかが
える．課題のある児童・生徒，保護者の対応に困難を感
じるかの質問には，「とても感じる」260（37.8%），「やや感
じる」369（53.7%），「あまり感じない」54（7.9%），「まっ
たく感じない」４（0.6%）であった．困難を感じている割
合も高いことが示された．対応に教員以外のスタッフの
必要性を「とても感じる」430（62.3%），「やや感じる」222
（32.2%），「あまり感じない」34（4.9%），「まったく感じな
い」４（0.6%）であり，より顕著に必要性が高くみられた．
３）スクールソーシャルワーカーの認知度
この調査以前からスクールソーシャルワーカーを「知っ
ていた」と回答したのは，607人（89.3%）であり，「知ら
なかった」72人（10.6%）との結果であった．「知ってい
た」割合が高いが，１割「知らなかった」層が存在してい
るというのも看過できない．一方で，所属する学校にス
クールソーシャルワーカーが配置あるいは派遣されてい
るかとの問いには，「はい」の回答数179（27.3%），「いい
え」282（43.1%）であるのに対して，「わからない」が194
（29.6%）であった．この結果からはスクールソーシャル
ワーカーそのものの認知度と関連して，勤務先に配置さ
れているにもかかわらずその存在に気付いていないという

ケースがあることも考えられる．また，スクールソーシャル
ワーカーが配置，派遣されていると回答した学校の教職
員に，相談したり活用したりした経験があるか尋ねたとこ
ろ，「ある」との回答が110（46%），「ない」が121（50%），
「わからない」が10（４%）であった．つまりスクールソー
シャルワーカーを活用した教職員は半数以下ということ
になる．
４）スクールソーシャルワーカーの役割
配置，派遣されているスクールソーシャルワーカーの
役割を複数回答で尋ねたところ（n＝179），「児童・生徒
への働きかけ」82，「保護者への働きかけ」84，「保護者
と学校のパイプ役」59，「教職員に対する助言」99，「地
域の関連機関との連携」42であった．
５）職位・職種による傾向
職位・職種ごとの回答についてクロス表を作成してX2

検定を行い，項目ごとに残差分析を実施した．課題のあ
る児童・生徒，保護者の対応に困難を感じている度合い
と職位との間には関連性が認められた．特に教諭で高い
傾向が見られた（p<0.01）．逆に「あまり感じない」との
回答は教諭に低い傾向が見られた（p<0.01）．教員以外
のスタッフの必要性については回答の傾向に職位との関

表1　職位・職種と対応の困難に対する意識のクロス表
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連が見られた（p<0.01）．また，校長に高い意識傾向が
見られた（p<0.05）．
２．自由記述欄の質的分析
自由記述欄に記載された内容242件のうち，主にス

クールソーシャルワーカーへのニーズに関連する意見，
要望101件を抽出した．さらに同じ内容を集約して，最
終的に87件を抽出した．そこから近似性のある内容を寄
せ集めてユニットを作り，そのユニットからさらに抽出さ
れた情報をメタ情報として，意味の通じる見出し（表札）
を作成した．それらの情報を質的データ分析の手法で
分類して、分類表を作成した．以下，最上位にある分類
を【　　】，メタ情報の見出しを『　　』，自由記述欄に記
載されていた内容を「　　」で示す．
１）【家庭】に関する内容
最上位の分類として３つ抽出した．それは【家庭】，【子

ども】，【学校】である．【子ども】とは，児童・生徒のことを
指しているが，記述内容をそのまま使用するため【子ども】
という表記を用いた．スクールソーシャルワーカーへの
ニーズとして，【家庭】に関連するものは，メタ情報が４つ，
自由記述欄の記述数は33であった．「児童・生徒の家庭

環境も複雑になってきている．教諭の力だけでは対応で
きない状況」，「不登校や虐待など，家庭的要因が大きい
ケースでは学校の介入が難しい」などを『家庭環境から
生じる問題に介入してほしい』とした．また，「第三者の立
場から保護者とのパイプ役になっていただきたい」といっ
た内容を『保護者と学校のパイプ役になってほしい』とし
た．「保護者への対応が困難な時に一緒に対応したりし
ていただけるとありがたい」，「保護者への関わり方の助
言」などを『保護者対応を手伝ってほしい』とした．「教員
が保護者に言いにくいことを言ってもらえるとありがたい」，
「担任からは話しにくいことも伝えてアドバイス等してい
ただけるのではないか」などを『保護者に対して学校の代
弁者，矢面を担ってほしい』が生成された． なお，これ
らの記述内容から，誰にとっての「必要＝ニーズ」なのか
を考えた場合，多くが学校，教員がニーズの主体となっ
ていると認識できた．だが一方で「保護者が気軽に相談
できるように，各校１名配置があると，先生にも話せない
という保護者の助けになると思います．」や「特別支援に
関して，合理的配慮をするうえで，保護者のニーズが高
い時に調整役として入っていただけないかと考えており

表2　職位・職種とスタッフの必要性についてのクロス表
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ます．」の記述については，学校，教員がニーズの主体で
はなく，「保護者」が主体となっていたため，表の中の該
当するマスは区別するため黒く塗りつぶしている（表３）．
ただし，この上記２つの記述内容も児童・生徒がニーズ
の主体である主権者としての内容は確認できなかった．
なお，表中では誰の記述かを区別するために記述内容の
左横にその内容を記述した職位について記載している．
また，児童・生徒のためのニーズと把握できた記述につ

いてもマスを黒で塗りつぶしている．
２）【子ども】に関する内容
児童・生徒がニーズの主体として確認できた記述内容

が最も多く見られたのは，【子ども】に関連するものであっ
た．メタ情報は３つ生成され，自由記述欄の記述数は16
であった．
『子どもに直接関わって寄り添ってほしい』内容には，

「まず児童，保護者の気持ちを受け入れられるコミュニ

表3　質的分析結果【家庭】に関する分類



9原著論文 日田 剛　兒﨑 友美　川﨑 順子　　　

ケーション能力が高い人をお願いしたい」，「生徒が心を
開いて話をする大人が増えるということ」，「困り感のある
子どもへの寄り添い」などがあり，子どもをニーズの主体
者と置いていると考えられる．『子どもたちが安心できる
環境を作ってほしい』には，「子どもたちが不安なく学習
できるようになること」，「少しでも子どもたちが安心して
生活できる環境を整えられればと考える」，「子どもが安
心して色々なことを吐き出せる逃げ場があれば良いと思
います」もみられた（表４）．
３）【学校】に関する内容
対称的に学校，教員にとってのニーズとして分類でき

る内容が最も多く確認できたのが，【学校】に関するもの
であった（表５）．メタ情報は４つ生成され，自由記述欄
の記述数は38であった．
『教員が授業に専念できる環境を作ってほしい（教員
を助けて①）』には，「役割の明確化→学級担任の負担
軽減」，「授業を円滑に進める手助けをしてほしい」，「学
担（担任）が授業に専念できるような体制づくりをしてほ
しい」などがみられた．教員が授業に専念できれば教育
の質向上につながり，児童・生徒にとってもプラスの作用
があることが予想される．
『教員に助言，指導をしてほしい（教員を助けて②）』で

は，「どう指導し，接すると良いか教えてほしい」，「どのよ
うな働きかけをしていけば良いか，教職員に対するアドバ
イスがいただきたい」，「教員と一緒に不登校や家庭的事
情に関わり，助言をいただきたい」など，問題を抱えた児
童・生徒への対処の仕方がわからず困っている教員の様
子がうかがえた．また，この分類には，『スクールロイヤー
にも対応してほしい』があり，「ソーシャルワーカーだけで
なく，ロイヤーもいてくださると心強いです．」，「やりたい
放題の生徒，言うだけ言ってやるべきことをやらない保
護者に専門の知識を持って説得力のある話ができる人材
（スクールロイヤー）を配置してほしい」など，学校側の
対策として法律専門職を置く必要性がみられた．この背
景には問題のある児童・生徒，保護者から学校側を守る
といった目的があることが推察される．

表4　質的分析結果【子ども】に関する分類
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表5　質的分析結果【学校】に関する分類



11原著論文 日田 剛　兒﨑 友美　川﨑 順子　　　

Ⅵ．考察

1．学校，教員が主体のニーズ
今回の調査から，スクールソーシャルワーカーは一定

程度認知されているが，まだその存在自体を知らない教
職員がいることも明らかになり、認知度が広がっていると
単純に評価できない結果となった．必要性を感じている
教職員も多いが，自らが所属する学校にスクールソーシャ
ルワーカーが派遣されているのかわからないとの回答か
ら，スクールソーシャルワーカーの活用そのものが進んで
いないと推測できる．その要因にまで今回の調査では明
らかにできなかったが，おそらくスクールソーシャルワー
カーの活用の仕組みにも問題があると思われる．A市の
スクールソーシャルワーカーは常に学校にいるわけでは
ないため，学校の教職員はスクールソーシャルワーカー
を活用する経験を蓄積することが難しい．また常駐して
いないスクールソーシャルワーカーに対して切れ目のな
い継続的な関わりを求めるのも困難であると予想される．
結果的にスクールソーシャルワーカーを活用できる条件
は絞られるため，活用そのものが促進されず手応えを感
じられるほどの効果が得られないままである可能性があ
る．
児童・生徒に直接的に接する機会の多い教員は，問題

を抱えた児童・生徒への対応に困難を感じる度合いが
高いことも示された．自由記述欄への記載も多く，それだ
けスクールソーシャルワーカーに向けられるニーズが潜
在しているといえる．その内容を具体的にみると，主に学
校，教員へのサポートとしてスクールソーシャルワーカー
に役割を担ってもらいたいとの要望がみられた．【家庭】
の分類表にある『保護者に対して学校の代弁者，矢面を
担ってほしい』や，【学校】の分類にある『教員が授業に専
念できる環境を作ってほしい（教員を助けて①）』や，『教
員に助言，指導をしてほしい（教員を助けて②）』はそれ
を端的に表している．さらに『スクールロイヤーにも対応
してほしい』に関しては，もはやスクールソーシャルワー
カーへの要望ではなく，学校側を守ってほしいとの意識
の表れと映る．これは児童・生徒が主権者としてニーズ
の主体ではなく，学校，教員がその主体となっていること
を示している．
もちろん，学校，教員に対するサポートは，児童・生徒に

とっても良い方向へ導かれる可能性もあると考えられる．
ただし，これはあくまで間接的な影響による結果であって，

その意味で学校，教員がニーズの主体であることは，児
童・生徒を主権者としたスクールソーシャルワークにとっ
ては副次的，派生的ということになる．スクールソーシャ
ルワークの目的は，「子ども」がよりよく生きることの実現
である．その根底には「子どもの権利条約」や「児童福祉
法」に根拠づけられている「子どもの最善の利益」４）があ
る．仮にここで挙げられたスクールソーシャルワーカー
へのニーズへの対応が，児童・生徒のニーズから派生し
て生じたものであるとするならば，児童・生徒のニーズが
存在しない場合は派生もしない．主となるニーズがなけ
れば派生的，副次的なニーズが付随することはあり得な
いからである．だからこそスクールソーシャルワーカーは
児童・生徒からのニーズを最優先にしなければならない．
よって，この場合のニーズは学校，教員を中心にした派
生的，副次的なものであるため，厳密にいえばスクール
ソーシャルワーカーが実践の中心課題とするものではな
い．実際，先に示したニーズの四類型のどこにも当ては
まらない．派生的，副次的なニーズが優先されてしまう
と本来向き合うべき児童・生徒のニーズが置き去りにさ
れる恐れも生じる．これは主権者としての児童・生徒の
立場を奪うものである．今回の調査では，この派生的，
副次的なニーズが児童・生徒の存在を前提にしたものと
して認識されて記述されているのかは不明である．しか
し，アンケート調査の結果から，スクールソーシャルワー
カーの存在や活用方法がいまだに曖昧である傾向が見
られた点を踏まえると，本来，派生的，副次的なニーズで
あるはずの教職員の負担軽減が，中心命題として語られ
ている可能性も否定できない．つまり，スクールソーシャ
ルワーカーへのニーズは，児童・生徒が主権者となった
ニーズではなく，多くの問題や課題に向き合わなければ
ならない学校教職員の負担軽減として認識されているこ
とも考えられる．この多大な負担が教員の疲弊を増大さ
せ，結果的に児童・生徒にとって悪影響となる負のスパイ
ラルが教育現場にあると予想される．そのため早急な対
策が求められるのはいうまでもない．ただし，この負のス
パイラル解消にスクールソーシャルワーカーが貢献する
場合もあるにせよ，それは第一義的な目的ではない．な
ぜなら教育現場の仕組みの問題でありスクールソーシャ
ルワーカーだけでは手に負えそうもないからである．この
点にスクールソーシャルワーカーの役割について，混乱
があると思われる．
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2．児童・生徒が主体のニーズ
【子ども】の分類表には，児童・生徒のニーズを満たす
ためのスクールソーシャルワーカーへの記述がみられた．
この内容はまず児童・生徒がニーズを持つ当事者であ
り，その当事者の声を聞き，思いを受け止める重要性が
述べられていた．これは児童・生徒から直接聞き取ること
でニーズを顕在化させて，スクールソーシャルワーカー
の対応を求めるといった流れが想像できる．ニーズの四
類型では「要求ニーズ」（当事者顕在，第三者潜在）から，
「承認ニーズ」（当事者顕在，第三者顕在）へと向かう流
れに当てはまる．また，この直接的な関わりはそれまで児
童・生徒本人と第三者が気づかなかったニーズを顕在さ
せる可能性もある．よって「非認知ニーズ」（当事者潜在，
第三者潜在）から「承認ニーズ」（当事者顕在，第三者顕
在）へ移行するケースも考えられる．このニーズは児童・
生徒が「ニーズの主体」として中心に位置しており，いわ
ばニーズの主権者であると捉えることができる．
3．「大人中心主義」と「子どもファースト」
これまでの検証から，スクールソーシャルワーカーに向
けられた要求には，学校，教員，あるいは保護者が主体
の，いわば「大人中心主義」と混同されていることが明ら
かとなった．その一方で，児童・生徒を主権者としてニー
ズの主体に置く「子どもファースト」の視点も存在した．
本研究がニーズとして採用したのは，あくまで児童・生徒
が主権者である「子どもファースト」である．先に示した
質的分析の表には記載しなかったが，自由記述の回答に，
「子どもの権利を守ること」とスクールソーシャルワーク
の基盤をそのまま表現した記述があった．「大人中心主
義」が混同されたままでは，「子どもの権利を守ること」は
難しい．なぜなら権利の主権者としては脆弱な「子ども」
は，「大人中心主義」によるパターナリズムによって権利
を侵害される恐れがあるからである．また，学校や教員，
保護者の要求を最優先にすると，児童・生徒の権利を守
ることは置き去りにされる可能性もある．実際，もう一つ
別の回答で「（不登校の子どもを）布団の中から引きずり
出してきなさいという指導があった」との記述もあった．
詳細な経緯は不明であるため，一概に判断はできないが
「大人中心主義」の視点からであれば，不登校を減らす
ためにとった措置と評価できる．しかし，「子どもファース
ト」の視点であれば，その布団から出ることができないほ
どの困難にこそ目を向け，「子ども」である児童・生徒の
立場からその困難の解消を探る取り組みが求められよう．

本来スクールソーシャルワーカーに求められるのは後者
の立場である．それは子どもの権利を守るソーシャルワー
クが基盤にあるからである．よって児童・生徒は主権者
であると同時に，権利の侵害に対しては脆弱性を持つ存
在との認識が不可欠である．

Ⅶ．おわりに（結論と今後の課題）

今回の研究で，教職員のスクールソーシャルワーカー
に対してもつニーズには，学校，教員，保護者を中心とし
た「大人中心主義」と，児童・生徒の権利を守る「子ども
ファースト」が混在していることが明らかになった．本来
スクールソーシャルワーカーは後者の立場から役割を担
わなければならない．そのために児童・生徒は権利侵害
に対して脆弱な存在であること，「大人中心主義」のソー
シャルワークでは児童・生徒の権利を侵害，剥奪するお
それがあることを意識した実践の方針が必要であると結
論づけられる．
本研究の目的はスクールソーシャルワーカーへのニー

ズについて考察することであった．しかし調査対象者は
小中学校教職員であり，ニーズの主体である児童・生徒
からは何も聞き出せていない．この点が今後の課題であ
る．主権者である児童・生徒がスクールソーシャルワー
カーに何を求めており，また実践をいかに評価するのか
の検証が欠かせない．また，本研究での調査結果から教
職員のニーズを満たすことが優先的に捉えられている面
があると解釈したが，この点についても改めて検証が必
要であろう．その際はより直接的な質問項目を設定する
など調査の見直しが求められる．
本研究は「令和元年度九州保健福祉大学地域創生

事業」から研究助成を受けて実施した．この経費助成が
なければアンケート調査（調査票配布，集計作業，分析
等）の実施は困難であったと予想される．改めて関係者
に感謝したい．また，今回の調査についてご理解とご協
力をいただいたA市教育委委員会の皆様にも熱くお礼申
し上げたい．

【注】
1）司法福祉の分野では刑事施設出所後の帰住先や福
祉サービスの調整を図るために，刑事施設に社会福祉
士や精神保健福祉士が配置されている．また，2011
年度末までに全都道府県に設置された地域生活定着
支援センターは，主に社会福祉ニーズが高い出所者
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に対しての相談やサービスの調整を行なっている（中
村　2018）．
　他にも日常生活において困難を抱える人びと（高齢者，
障害者，生活困窮者など）は，災害に対して脆弱であ
ることからソーシャルワークの必要性が高まり、「災害
ソーシャルワーク」の仕組みが構築されてきている（上
野谷　2013）．
2）この庇護ニーズには，第三者の一方的な判断で当事
者に押し付ける形でニーズに当てはめるというパター
ナリズムの意味が込められている（上野　2011）．
3）課題の例として，（不登校，発達上の課題，家庭内事
情，虐待，非行，学習不振，学校不適応，いじめ）を示
して回答を求めた．具体的にどの課題が当てはまって
いるのかはこの質問項目では不明である．
4）「子どもの最善の利益」をソーシャルワークの根拠にす
ることは，日本社会福祉士会の定める倫理綱領にも規
定された「クライエントの利益の最優先」に通じる．こ
の場合，「最善の利益」は「子ども」の権利を行使する
プロセスと，その先にあると考えられる．しかし，権利が
「利益」に基づき，利害の程度が「最善の利益」の判
断基準になると，必ずしも本人にとって望ましい結果
が得られるとは限らない（Sen　2011）．なぜなら，本
人の信念に基づいて行動するという自由が「利害」に
よって制限されるおそれがあるからである．例えば他
国の圧政に抗議する場合，自らにとっての利益にそれ
ほど影響はないが，リスクを伴うという点で「最善の利
益」にならないかもしれない．この時，自らの信念に基
づき価値ある行動をとるという「自由」が制限されてい
る．よって，ソーシャルワーカーは「利益」と捉えるもの
が，本人にとって制限につながっていないかを慎重に
考えなければならない．
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